
《法律の目的》
人口の減少 高齢化の進展等により農山漁村の活力が低下していることにかんがみ 農山漁村における定住等及

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律

☆ 農山漁村部を中心に人口の減少、高齢化の進展
ヒト・モノ・カネの流れの活性化

人口の減少、高齢化の進展等により農山漁村の活力が低下していることにかんがみ、農山漁村における定住等及
び農山漁村と都市との地域間交流を促進するための措置を講ずることにより、農山漁村の活性化を図る。

（法律の施行 平成19年8月1日）

☆ 都市部の若い世代や団塊世代の田舎への憧れ

産業の創出

ヒト・モノ・カネの流れの活性化

女性起業の拡大

交 流
グリーンツーリズム・農林漁業体験

長期宿泊体験活動

１次

農家レストラン

交 流
観光者等の一時的・短期的滞在

材 実

森林浴歩道 米づくり（田植え）

長期宿泊体験活動

廃校改修等

６次産業の展開 戦略作物の生産

２次

農家レストラン
木材加工実習

ダイビング

再チャレンジの場の創出

３次

（交流基盤の整備）廃校改修等

処理加工

生活の質の向上

地域との交流
特用林産物の生産
（菌床しいたけ）

新規就農
研修

二地域居住
平日は都会、休日はいなか暮らし

農林水産物販売

（交流基盤の整備）

（農林漁業の振興）

定 住
人の環が育む美しいふるさと

安全な地域づくり整備された町並み

生活の質の向上滞在型市民農園

津波避難施設
電線地中化

北陸農政局 農村計画部 農村振興課
〒920-8566 金沢市広坂2-2-6

tel０７６－２３２－４５３１
Fax０７６－２６３－０２５６

クラインガルテン

（生活環境の整備）



・農山漁村部は都市部と比較し、過疎化・高齢化の進展等により、今後急激に
が

都市住民の農山漁村への期待

国民がゆとりや心の豊かさなどの価値観を重視するようになってきている中で

農山漁村の現状

今後２５年間の高齢化と人口減少率の比較

人口減少が進むと見込まれています。
・農山漁村の基本的な生活環境についても、一部の分野で都市との格差が存在
しています。

（１） 農山漁村への定住・二地域居住に対する願望

国民がゆとりや心の豊かさなどの価値観を重視するようになってきている中で、
多面的機能が発揮され、豊かな自然環境や美しい景観に触れ合うことが出来る
農山漁村に対する国民の理解や期待が高まっています。
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（１） 農山漁村への定住 二地域居住に対する願望
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資料： 国土審議会調査改革部会報告「国土の総合的点検」（2004年5月）に基づき農林水産省農村振
興局が作成。

代 代 代 代 代 以

定住の願望がある 二地域居住の願望がある

資料：内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」 （平成17年11月）

農山漁村
東京圏 農山漁村中枢・中核都市圏

から１時間圏内の
地方圏
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資料：(財）地方財務協会「平成１５年版公共施設状況調」
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共生・対流に関心がある 共生・対流を実践してみたい

資料：内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」 （平成17年11月）



「魅力ある地域」づくりを目指して交流から定住へ

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農林水産省）は地域のチャレンジを支援します～農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農林水産省）は地域のチャレンジを支援します。～

生産者が産地直売所を運営 ～福井県越前町の例～
事業メニュー：農林水産物直売・食材供給施設

滞在型市民農園での二地域居住 ～新潟県妙高市の例～
事業メニュー：農林漁業体験施設

成功のポイント！
生産者が有限会社を
設立して管理運営
（指定管理制度）

団塊の世代が注目！
４０組の応募あり！

○生産者の「農産物を直売したい」の声に、行政が「元気な農業者を支援」
○出荷者１５０名が「もぎたての会」を結成し、年間通じて豊富な品揃えを維持

（メインは春のたけのこ、夏のスイカ、ピーマン、冬の餅）
○売上額は目標の１．７倍、来客は年間４７，０００人（H18)

Miyazakiおもいでなfarm

○ラウベ（滞在施設）付貸し農園（１５０㎡／区画） ２０区画
○週末や長期休暇に滞在し、農作業を楽しみながら、地域に親しむ
○首都圏、関西圏から、６０歳代を中心に幅広い年代層が利用
○地域住民が「田舎暮らし応援隊」を結成、利用者への技術支援や交流を進める

新鮮な地元野菜クラインガルテン妙高 ラウベと貸し農園 Miyazakiおもいでなfarm 新鮮な地元野菜クラインガルテン妙高 ラウ と貸し農園

都市交流と特産品づくりの推進 ～新潟県胎内市の例～

事業メニュー：処理加工・集出荷貯蔵施設

地域産物直売に加え、観光PR・トイレ休憩の
場としてお客が絶えない

こだわりの品揃え①エコファーマーの野菜
②健康志向の野菜 ③地元産

ラウベ（滞在施設）付貸し農園 ２０区画 専用農園で利用者が自由に野菜づくり

新規需要米の

廃校を活用した地域交流・活性化の推進 ～石川県加賀市の例～
事業メニュー：廃校・廃屋等改修交流施設

地域住民が
地元の宝を 事業メニュ ：処理加工 集出荷貯蔵施設

○米粉倉庫を核とした米粉の増産
○地域企業と連携した特産品づくり
○地域資源を利用した体験交流型のツアー企画(米粉菓子、チーズづくりなど)
○学校と連携した米粉パン、米粉めんによる食育の推進

新規需要米の
特産品開発により

販売農家数を維持！

事業メニュ ：廃校 廃屋等改修交流施設

○廃校となった小学校舎を地域交流・活性化の拠点施設として改修整備
○地域住民がNPO法人を立ち上げ、自律的に施設運営
○地場食材の活用や郷土食伝承をコンセプトに体験教室・食堂・直売所・朝市を実施
○ 売上額は年間１５百万円、利用者は年間１８,５００人（目標の２倍）

地元の宝を
フル活用！

地域交流施設「竹の浦館」 そば打ち体験教室 米粉倉庫 特産品の開発

昭和５年に建設された歴史ある旧小学校舎を
交流施設として再生

地域住民と都市住民の新たなコミュニケー
ションスペースとして人気 米粉倉庫の整備により、連続生産稼働が可能

市内の製粉会社が家庭内米粉ミックス（パン用、
ケーキ用）を製造・販売



農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

地方公共団体が地域の自主性と創意工夫により、定住者や滞在者の増加などを
通じた農山漁村の活性化を図る計画を作成し、国は、その実現に必要な施設整

手続きの流れ

活性化計画 支援措置

＜特 徴＞
○ 農・林・水の縦割り無く各種取組を総合的かつ機動的に支援！

→ワンストップ窓口による手続き事務の簡略化

備を中心とした総合的取組を交付金により支援します。

活性化に関する提案

活性化計画

農林漁業団体等

事業実施主体

支援措置

○ 農政局、県を通さず、市町村から直接申請ができる！
（市町村の自主性・主体性を発揮）

○ 交付金を対象施設間、年度間で融通が可能！

○ 地域で発案した事業（創意工夫発揮事業）も支援！

計画主体（県又は市町村）

農林漁業団体の提案 若しくは市町村が活

事業実施主体

活性化計画に基づく
事業の実施計画主体（県又は市町村）

＜交付先等＞
１．交 付 先：県、市町村
２．事業実施主体：県、市町村、土地改良区、漁業協同組合、森林組合、農業

協同組合、ＮＰＯ法人、農林漁業者等の組織する団体等
３．交 付 率：定 額

ただし 国における交付限度額算定のための交付率は 1/2
活性化計画

農林漁業団体の提案、若しくは市町村が活
性化に関する構想を立案

交付金

ただし、国における交付限度額算定のための交付率は、1/2、
3/10、5.5/10、4.5/10、4/10、1/3 以内

※平成24年度から、地域自主戦略交付金においても支援が可能

＜支援事業＞

１ 生産基盤及び施設の整備
３．地域間交流拠点の整備

地域資源活用総合交流促進施設

（活性化計画の記載事項）
①活性化計画の区域
②活性化計画の目標

都道府県または市町村が単独、または共
同して作成

交付金
１．生産基盤及び施設の整備

基盤整備
生産機械施設
処理加工・集出荷貯蔵施設
新規就業者技術習得管理施設

２．生活環境施設の整備
簡易給排水施設

地域資源活用総合交流促進施設
農林漁業体験施設
自然環境等活用交流学習施設

４．その他の事業
遊休農地解消支援
地域資源活用起業支援施設
地域資源循環活用施設

②活性化計画の目標
③活性化計画の目標を達成するため
に必要な事業に関する事項 等

（活性化計画の添付書類）
①交付対象事業別概要

交付金の交付

活性化計画の決定

簡易給排水施設
防災安全施設
農山漁村定住促進施設

地域資源循環活用施設
地域住民活動支援促進施設
土地利用調整
農地等補完保全整備
景観・生態系保全整備
新規需要米生産製造連携支援
融資主体型支援

②事前点検シート
③費用対効果分析結果 等

交付金の交付
活性化計画に基づく事

業の実施に要する経費
に充てるための交付金
を計画主体に交付

活性化計画を農林水

tel 076-263-2161(代)
076-232-4531(直)

農山漁村活性化支援窓口
北陸農政局 農村計画部農村振興課

活性化計画等
の公表(任意） 受付：農林水産省農村振興局 活性化支援班

活性化計画を農林水
産大臣あて提出


